
Ａ

Ｂ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補
助額

交付対象経費
（円）

起債予定
額

その他

1
新型コロナウ
イルス感染防
止事業

保
健
係
・
福
祉
係

①公共空間での感染機会を削減
②公共空間の安全・安心確保のため、各種検診業務にあたり、
アルコール消毒、体温チェックなどを行う。また、高齢者にマスク
を配布することで、役場等の公共施設を利用するにあたり安全を
図ってもらう。
③感染防護キット＠3,080円×20着＝61,600円
　消毒用アルコール＠10,584円×1個＝10,584円
　非接触型体温計＠10,780円×4個＝43,120円
　65歳以上の村民（マスク配布）
　高齢者マスク配付に係る消耗品32,355円
(封筒1,478枚＝18,300円、送付用ビニール袋1,478枚＝4,122円、
宛名シール8冊＝9,933円）
　郵送100,490円　　合計255,849円
④村民

Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確

保

㉑いずれも該
当しない

R2.5 R2.8 255,849 255,849 255,000 849 

　各種検診業務の際、会場入り口で
の手指消毒、検温を実施。また、施
設のドアノブ等の消毒を実施。
　６５歳以上の村民1,478人に、一人
当たりマスク３枚を郵送。

防護服セット：62千円
消毒用アルコール：10千円
非接触型赤外線測定体温計：43千
円
フェイスガード：8千円
高齢者用マスク配付：33千円
高齢者用マスク郵送代：100千円

　各種検診を起因とする感染者は発
生しなかった。
　マスク不足の中、村備蓄のマスク
を配付し、６５歳以上に人の感染対
策につながった。

　公共施設での手指消毒や検温を
することで、住民が安心して施設を
利用でき、また、感染予防への意識
高揚につながった。
　マスク不足の中マスクを配布する
ことで重症化しやすい高齢者の感染
対策を図れた。

2

県・市町村連
携　新型コロ
ナウイルス感
染拡大防止協
力金・支援金

商
工
観
光
係

①②長野県と市町村が連携して実施する、休業要請に応じた事
業所に対する協力金等給付事業への市町村協力金（１事業所当
たり県20万円・市町村10万円の計30万円を給付）
③12事業所×100,000円×＝1,200,000円
④長野県（事業者へは県から給付）

Ⅱ-３．事業継
続に困ってい
る中小・小規

模事業者等へ
の支援

㉑いずれも該
当しない

R2.5 R2.9 1,200,000 1,200,000 1,200,000 - 
対象事業者：12件
事業費　　　：1,200千円

　県と村が協力・連携して休業要請
に応じた事業所に対して30万円を支
援したことにより、事業者の負担軽
減を図ることができた。

　感染拡大防止に協力して休業要
請に応じた事業者に対して支援がで
きたことは、事業の持続化及び人流
の抑制につながり感染拡大の防止
となった。

3

大桑村中小企
業振興資金保
証料・利子補
給金

商
工
観
光
係

①雇用・事業の維持や支援策の活用を支援
②新型コロナウイルス感染症の影響により長野県信用保証協会
の保証に付して融資を受けた場合に、当該融資に係る保証料の
全額を補給する。また感染症の影響により融資を受けた場合
に、当該融資に係る利子の全額を補給する。
③保証料：4事業者＝2,269,646円
　利子補給：0事業者＝0円
④　事業者

Ⅱ-２．資金繰
り対策

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R2.12 2,269,646 2,269,646 2,269,000 646 
対象事業者：４件
事業費　　　：2,270千円

　感染拡大によって経済的ダメージ
を負った事業者に対し利子補給等を
支援することで、事業者の負担軽減
を図ることができた。

　利子補給等を支援したことで、事
業者の事業継続及び村内の経済活
動の維持につながり十分な対策と
なった。

4

大桑村新型コ
ロナウイルス
感染症対策経
済支援給付金
（事業者）

商
工
観
光
係

①　新型コロナウイルス感染症の影響を受け売上額が減少した
事業者を支援するため経済支援給付金を支給。
②　村内に事業所を有する小規模企業者及び個人事業主を含
む小企業者を対象とし、令和2年3～5月までの売上額が前年同
月と比較して200,000円以上減少した場合に、300,000円を上限に
減少額の1/2を支給。
③　82社 22,114,000円(実績)
④　事業者

Ⅱ-３．事業継
続に困ってい
る中小・小規

模事業者等へ
の支援

㉑いずれも該
当しない

R2.5 R2.8 22,114,000 22,114,000 22,114,000 - 
対象事業者：82件
事業費　　　：22,114千円

　村内事業者に対して村独自で支援
を実施した。零細な小企業等に支援
を行い、急激に売り上げが減少して
しまった事業者の経済的負担を軽
減することができた。

　零細な小企業等へ支援したこと
で、急激に売り上げが減少してし
まった事業者の事業継続及び村内
の経済活動の維持につながり十分
な対策となった。

5

大桑村新型コ
ロナウイルス
感染症対策経
済支援給付金
（被雇用者）

商
工
観
光
係

①　新型コロナウイルス感染症の影響を受け個人収入額が減少
した被雇用者を支援するため経済支援給付金を支給。
②　村内に住所を有する被雇用者を対象とし、令和2年3～5月の
うち１ヶ月分の個人収入額（休業手当を含み、その他の手当ては
含まない。）が令和2年1月分と比較して40％以上減少した場合
に、10万円を上限に減少額を支給。
③　32人　1,531,000円（実績）
④　被雇用者

Ⅱ-４．生活に
困っている世
帯や個人への

支援

㉑いずれも該
当しない

R2.5 R2.8 1,531,000 1,531,000 1,531,000 - 
対象事業者：32件
事業費　　　：1,531千円

　村内被雇用者に対して村独自で支
援を実施した。急激に個人収入が減
少してしまった被雇用者の経済的負
担を軽減することができた。

　村内の被雇用者へ支援したこと
で、急激に個人収入が減少してし
まった事業者の事業継続、村内の
経済活動の維持及び被雇用者の生
活維持につながり十分な対策となっ
た。

6

コロナに負け
るな！大桑村
元気回復商品
券

商
工
観
光
係

①　新型コロナウイルス感染症の影響により、冷え込んだ村の地
域経済を元気づけるため「コロナに負けるな！大桑村元気回復
商品券」を配付する。
②　村内でしか使用できない商品券を全村民（R2.7.1現在3,601
人）に１人20,000円分配付する。20,000円のうち5,000円分は、特
に影響を受けたサービス業（飲食店等）、宿泊業で使用すること
とする。
③　商品券換金額＝70,083,000円
　　封筒・商品券印刷製本費等　429,110円（商品券3,600部*2種
＝323,840円、事業所ポスター100枚 飲食店限定チラシ1,600枚
＝57,530、有効期限告知チラシ100枚＝47,740）
　　通信運搬費　902,941円（後納郵便料7月分、12月分）
　　事務委託料　1,069,200円（900円*7ｈ*160日＋@）
　（使用された商品券の換金業務を大桑村商工会へ委託）
計72,540,461円
県補助金13,981,000円
④　村民

Ⅲ-２．地域経
済の活性化

⑲商品券・旅
行券

R2.6 R3.3 72,540,461 72,540,461 58,559,000 13,981,461 

住民1人あたり20,000円の商品券を
配付

商品券総額　 ：71,560千円（実数）
商品券換金額：70,083千円
商品券換金率：97.9％

　住民１人あたり20,000円の商品券
を迅速に配布し、村内の商店等で消
費してもらうことで、住民・村内の商
店等の双方へ経済的支援を行うこと
ができた。

　新型コロナにより村内経済活動が
落ち込む中で、配布した商品券のほ
とんどを消費できたことで、約7,000
万円の村内経済効果となり、家計へ
の一助・困窮した村内経済の起爆剤
となった。

7

大桑村新型コ
ロナウイルス
感染症対策子
育て応援給付
金

住
民
係

①　新型コロナウイルス感染症の影響による子育て世帯の経済
的負担を軽減するため子育て支援給付金を支給。
②　平成14年4月2日以降に生まれ、令和2年4月30日に当村の
住民基本台帳に登録されている者を対象に、1人20,000円を支
給。
③　20,000円×389人＝7,780,000円
④　平成14年4月2日以降生まれの、令和2年4月30日時点で当
村の住民基本台帳に登録されている389人

Ⅱ-４．生活に
困っている世
帯や個人への

支援

㉑いずれも該
当しない

R2.5 R2.5 7,780,000 7,780,000 7,780,000 - 

　新型コロナウイルス感染拡大によ
る、子育て世帯における経済的負担
増大への影響を緩和するため、子
育て世帯に対して１人２万円の給付
金支給。

子育て支援給付金：7,780千円

　対象者389人に2万円を支給。
　高校や小中学校、保育園が休校
等の措置により、家庭への負担が重
くのしかかる中で、子育て世帯へ支
援につながった。

　給付対象者への支援のほか、他
圏域への外出が困難な状況から地
域内での消費活動にも寄与すること
ができた。
　また、児童手当支給口座等の活用
により早期に対応することができた
ため、経済的負担を早急に対処でき
た。

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期

事業
終期

令和２年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　実施状況及び効果検証

Ｎｏ 事業名称
担
当
係

事業概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

経済対策との
関係 総事業費

（円） 補助対象事業費
（円）

事業実施状況

【事業成果、効果】 【事業の評価】

効果検証



Ａ

Ｂ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補
助額
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起債予定
額

その他

交付対象事業
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（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期

事業
終期

Ｎｏ 事業名称
担
当
係

事業概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

経済対策との
関係 総事業費

（円） 補助対象事業費
（円）

事業実施状況

【事業成果、効果】 【事業の評価】

効果検証

8

学校の臨時休
業に伴う学習
等への支援事
業

子
ど
も
教
育
係

①学習機会を確保
②新型コロナウイルス感染症対策で臨時休校になり、家庭学習
に必要な教材の送付を各家庭に行った経費。
③郵送内訳表（4/28中学校410円×64通、5/8小学校73円×59
通・5/8中学校244円×60通）
④小学校・中学校

Ⅰ-８．学校の
臨時休業等を
円滑に進める
ための環境整

備

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R2.6 45,187 45,187 45,000 187 

　新型コロナウイルス感染拡大対策
で臨時休校となった小中学生へ家
庭学習に必要な教材を郵送した。

小学校教材送付代：4千円
中学校教材送付代：41千円

　新型コロナウイルス感染拡大対策
で臨時休校期間中も郵送した教材
により家庭での学習機会を確保する
ことができた。

　家庭学習に必要な隔週教材を郵
送によって配布することは適切な手
段だった。

9
スクールバス
購入

子
ど
も
教
育
係

①スクールバスの運用について、密集を避けるためのバスの増
車
②スクールバスを４路線で運行しているがバス内が密接、密閉
空間になってしまう。各路線を複数台で運行し、１台への乗車人
数を減らし、密接、密閉空間の解消を図る。
③バス台数
バス購入費２台×5,885,750円×消費税
運行委託料1,500,000円（小中学校各：4→8便　4便増便）
（375,000円×４便）
④小学校・中学校

Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確

保
①３密対策 R2.8 R2.12 12,948,650 12,948,650 12,948,000 650 

　小中学校で4路線運行しているス
クールバスのバス内が密接、密閉
空間になってしまうことを避けるた
め、バスを増便し感染対策を図っ
た。増便のため、マイクロバス2台を
新たに購入した。

マイクロバス2台：12,949千円

　スクールバスを現行の4路線から8
路線に増便することにより、バス車
内の3密状況をを避けることができ、
感染対策に配慮し生徒の通学手段
を確保することができた。

　新たに購入したマイクロバス2台
は、主としてスクールバスとして使用
しているが、スクールバスとして使用
しない時間は、小中学校の児童生
徒の校外学習の移動手段としても
活用しており、幅広い学習の場の確
保にもつながり有効活用できた。

10
中学校ランチ
ルームエアコ
ン設置工事

子
ど
も
教
育
係

①新型コロナウイルス感染拡大防止のため小、中学校の臨時休
業を行った。今後今年度の授業日数を確保するため、夏季休業
期間を短縮し授業を行う。中学校では密な状態を避けて授業を
行うため、広いランチルームも活用し授業を行う。
現在ランチルームにエアコンが無く夏季でも快適に授業を行える
ようエアコンを設置する。
②③天吊り型エアコン　２台（ｴｱｺﾝ設置工事2,110,000円×消費
税　天吊り型ｴｱｺﾝ室内機PUZ-ZRP280KA13・室外機PC-
RP280CA16・MAｽﾏｰﾄﾘﾓｺﾝPAR-42MA各2台、ｴｱｺﾝ電源工事
870,000円×消費税　電線管・電線・ｹｰﾌﾞﾙ・ﾌﾞﾚｰｶｰ・ｴｱｺﾝ動力
盤等、諸経費220,000円×消費税）計3,520,000円
④中学校

Ⅰ-８．学校の
臨時休業等を
円滑に進める
ための環境整

備

①３密対策 R2.7 R2.9 3,520,000 3,520,000 3,520,000 - 

　中学校では3密状態を避けて、広
いランチルームを授業で活用するた
め、生徒の学習環境を整えるためエ
アコンを設置した。

エアコン設置工事：3,520千円

　新型コロナウイルス感染拡大防止
のため中学校の臨時休業を行った
分の授業日数を確保するため、夏
季休業期間を短縮し授業を実施した
が、ランチルームにエアコンを設置し
たことにより、3密状態を避けられか
つ、空調管理により生徒らが快適に
授業を行える空間を確保できた。

　授業日数を確保するため、夏季休
業期間を短縮し授業を行う快適なス
ペースの確保に留まらず、新型コロ
ナウイルス感染拡大防止のため、エ
アコンの設置は換気対策として年間
を通じて有効であった。

11
公共空間での
感染機会削減
事業

総
務
係

①公共空間での感染機会を削減
②窓口での飛沫感染防止板の設置や、密集を防ぐための職員
の分散、また外部との接触を防ぐためのＷｅｂ会議を利用するこ
とで役場での感染を防止し行政機能を維持するための経費に充
てる。
③飛沫感染防止板
　18,150×6枚＝108,900円
　9,900×6枚＝59,400円
　事務所分散に係る
　消耗品（ｺﾋﾟｰ機ﾄﾅｰ）6,600×3個＝19,800円
　使用料（ｺﾋﾟｰ機）59,283円
　Ｗｅｂ会議用カメラ3,300×2台+4,180×1台＝10,780円
　受付窓口用マイクスピーカーホン7,150×2台＝7,150円
　受付窓口用ワイヤレスインターホン14,646円
　その他
　非接触体温測定システム203,500×4台＝814,000円
合計　1,093,959円
④役場

Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確

保
①３密対策 R2.4 R3.1 1,093,959 1,093,959 1,093,000 959 

　新型コロナウイルス感染症感染防
止対策として以下の備品等を購入し
た。

・Web会議用カメラ：11千円
・窓口用マイクスピーカーホン、ワイ
ヤレスインターホン：22千円
・庁舎飛沫感染防止仕切板：168千
円
・事務所分散に伴うコピー機使用
料、消耗品（リサイクルトナー代）：79
千円
・非接触体温測定システム：814千円

　窓口への飛沫感染防止板の設置
や密集を防ぐために職員を分散し業
務を行うことで職員の感染者を1人も
出すことなく、庁舎での感染防止対
策を図ることができた。

　来庁者だけでなく、庁舎で働く職員
を感染症から守ることができた。ま
た、行政が率先して感染症対策環
境を示すことで、危機管理への意識
の高揚を図ることができた。

13
敬老会中止に
伴う商品券の
贈呈

福
祉
係

①　毎年、9月に「大桑村敬老会」を実施してきたが、会場も限ら
れており三つの「密」を防ぐのが難しく、参加者が感染により重篤
化の可能性がある高齢者であるため、安全面を最優先し敬老会
は中止とした。その代替措置として商品券を贈呈し地域経済の
活性化、高齢者の外出支援につなげる。
②　敬老会は長年、社会貢献をしてきた高齢者の長寿を祝うた
めの行事であるため、敬老会の代替えとして75歳以上の高齢者
へ長寿のお祝いとして商品券5,000円を贈呈する。
③　5,000円×905人＝4,525,000円
     （商品券を大桑村商工会から購入）
　　通信運搬費　276,562円
　　　　計4,801,562円
④　75歳以上の村民905人

Ⅲ-２．地域経
済の活性化

㉑いずれも該
当しない

R2.9 R2.11 4,801,562 4,801,562 4,801,000 562 

　参加者の感染防止のため、敬老
会を中止。代替えの祝いとして村商
工会発行の商品券5,000円分を75歳
以上の対象者905人に配布。

長寿祝金：4,525千円
郵送代：276千円

　高齢者が楽しみにする事業ではあ
るが、中止にしたことで参加者への
感染防止となった。

　敬老会は中止としたが、高齢者支
援として村商工会発行の商品券を
配布。外出が控えられ、村内商工業
者も影響を受けたが、高齢者が商品
券を活用し、村内商店で購入するこ
とで地域経済活性化への一助となっ
た。

14
自動ドア設置
工事

生
涯
学
習
係

①不特定多数の利用者が触れる、大桑村スポーツ公園各施設
の玄関入口手動ドアを全自動化し、利用者間の接触機会を減ら
し、新型コロナウイルス感染拡大防止対策とする。
②入口自動ドア設置工事費
③ドア自動化：工事請負費：1,650,000円（正面玄関3箇所の自動
ドア化）（建具工事1,272,000円、電気工事51,000円、間接工事費
177,000円）
④大桑村民体育館

Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確

保

㉑いずれも該
当しない

R2.12 R3.3 1,650,000 1,650,000 1,650,000 - 

　手動出入口ドアであった３箇所を
自動化した。

自動ドア設置工事：1,650千円

　出入口ドアを自動化することによ
り、接触機会をなくし、人から人への
感染対策につながった。

　施設整備により、施設利用者の扉
への接触機会を減らすことができ、
安心して施設利用ができるようにな
り、感染対策につながった。



Ａ

Ｂ
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15
トイレ改修及
び建築工事

生
涯
学
習
係

①教育委員会所管施設のトイレについて、照明自動点灯化・和
便器の洋便器化･手洗い水道自動化･便器自動洗浄化等の改修
を行い、利用者間の接触機会を減らし、新型コロナウイルス感染
拡大防止対策とする。また同様の観点からスポーツ公園公衆ト
イレについても洋式化を行うが、ｽﾎﾟｰﾂ公園公衆トイレについて
は建物に雨漏があり、壁面の腐食があるうえ、室内も常に湿気っ
た状態となっており感染症対策衛生上もよくないため、建て替え
を行う。
②各トイレ改修工事費（給排水設備工事、電気設備工事、解体
工事等）、トイレ建築工事費（既存建物解体撤去工事、本体工
事、給排水設備工事、電気設備工事、基礎工事等）
③小学校：工事請負費：13,627,350円（和便器→洋便器19台、小
便器自動洗浄システム24台、自動水栓28台）
　中学校：工事請負費：14,682,144円（和便器→洋便器29台、小
便器自動洗浄システム23台、自動水栓31台）
　スポーツ公園公衆トイレ建築工事：16,500,000円（小便器2、大
便器4器）
④大桑小学校、大桑中学校、スポーツ公園公衆トイレ

Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確

保

㉑いずれも該
当しない

R2.12 R3.7 42,559,000 42,559,000 42,559,000 - 

大桑小・中学校、スポーツ公園公衆
トイレ手洗い水道等自動化及び和
便器から洋便器への切り替え等工
事

大桑小トイレ改修：11,418千円
大桑中トイレ改修：14,641千円
スポーツ公園トイレ改築：16,500千円

　大桑小学校、大桑中学校及びス
ポーツ公園の各トイレの照明自動点
灯化、和便器の洋便器化・手洗い水
道自動化、便器自動洗浄を行うこと
で児童、生徒、施設利用者の接触
機会の軽減につながり、ウイルスの
飛沫拡散防止にもなった。

　公共施設のトイレの手洗い水栓の
自動化や便器自動洗浄化すること
により、亜利用者が安心して利用が
できるようになり、感染症予防につな
がっている。

16
広域連合ウェ
ブ会議システ
ム導入事業

危
機
管
理
係

①今般のコロナウイルスの感染防止対策、会議開催場所までの
交通等の問題、遠隔地の担当者とのコミュニケーションの活性化
などの観点により、ウェブテレビ会議システムの構築・活用を実
施する。
②木曽広域連合が、各市町村及び木曽広域連合の設備を導入
するため、事業にかかる経費は広域連合負担金として支出す
る。
③
・村設備費負担　451,940円
・広域設備費負担
広域事業費（7,886,100円）×（分担率）0.1410836
=1,112,593円
負担金合計
1,564,533円
④木曽広域連合

Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確

保
①３密対策 R2.9 R3.3 1,564,533 1,564,533 1,564,000 533 

感染拡大防止及び移動時間短縮の
ため、ウェブ会議システムを導入し
た。

Web会議システム導入負担金：1,565
千円
（テレビ、PC、カメラ、スピーカー等）

　参加者が多い会議でも、Web会議
対応が可能となったことで、職員の
感染防止対策を図ることができた。

　Web会議対応が可能となったこと
により、遠方に出向くことなく参加が
でき、職員を感染症から守ることが
できた。

17

大桑保育園・
子育て支援セ
ンターおも
ちゃ殺菌庫購
入

子
ど
も
教
育
係

①②現在保育園及び子育て支援センターのおもちゃについて、
洗える物は洗って干して使用する、洗えない物は消毒液で拭くと
いう対応をしているが、全てのおもちゃについて殺菌消毒できる
保管庫を新型コロナウイルス感染症予防のため購入する。
③備品購入費　633,600円（各１基×＠316,800円）
④大桑保育園・子育て支援センター

Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確

保

㉑いずれも該
当しない

R2.10 R3.3 633,600 633,600 633,000 600 
玩具殺菌乾燥保管庫2台購入
317千円×2台＝634千円

　玩具殺菌乾燥保管庫により、新型
コロナウイルス感染症予防とともに
幼児たちが使うおもちゃ等を清潔で
安全な状態に保管できた。

　玩具殺菌乾燥保管庫を使用してお
もちゃ等を保管することで事業の目
的を達成することができた。

18
大桑村大学生
等応援給付金

子
ど
も
教
育
係

①感染拡大により保護者の減収又はアルバイト等の減少によ
り、経済的支援が必要な学生に対し、給付金を支給し学びを支
援する。
②給付金全額　2,490,000円
③対象者83人×30,000円＝2,490,000円
④学生又は保護者

Ⅱ-４．生活に
困っている世
帯や個人への

支援

㉑いずれも該
当しない

R2.10 R3.2 2,490,000 2,490,000 2,490,000 - 

　新型コロナウイルス感染拡大によ
り保護者の減収又はアルバイト等の
減少により、経済的支援が必要な大
学生等に対し1人30,000円の給付金
を交付。

大学生等支援給付金：2,490千円

　83人の大学生等に30,000円を給付
し、学生及び保護者に対して経済的
支援となった。

　新型コロナウイルス感染拡大によ
り経済的支援が必要な対象者に直
接支援することができた。

19
修学旅行等
キャンセル代

子
ど
も
教
育
係

①修学旅行等をキャンセルした際のキャンセル料を村が支出す
ることで、保護者の経済的負担を軽減する
②旅行代金全額がキャンセル料となった場合で積算し、キャンセ
ル時期によりキャンセル料が変更になる場合はその範囲内とす
る。
③中学校3年生修学旅行（生徒31名　職員6名）
　6,270円×37人 = 231,990円
　振込手数料　440円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合　　計　232,430円
④支払先：旅行代理店

Ⅱ-４．生活に
困っている世
帯や個人への

支援

㉑いずれも該
当しない

R2.8 R2.12 232,430 232,430 232,000 430 

　中学校3年生31名、引率職員6名
分の修学旅行キャンセル代を村が
負担。

キャンセル代：232千円

　新型コロナ感染拡大により中止せ
ざるを得なかった修学旅行のキャン
セル代を村が負担することにより、
保護者の経済的負担を軽減できた。

　修学旅行のキャンセル代を村が負
担することで保護者の経済的負担を
軽減するだけでなく、新型コロナ感
染拡大の影響を大きく受けている旅
行会社の損害の抑制にもなった。

20
避難所備蓄・
備品整備事業

危
機
管
理
係

①②新型コロナウイルス感染症の影響を受け、避難所での感染
拡大防止及び衛生環境確保のため、パーテーション等の備蓄品
の整備を行う。
③間仕切り：@22,000円×30台＝660,000円
　　　　　　　　@25,500円×30台＝765,000円
　　　　　　　  @5,400円×10ｾｯﾄ＝　54,000円
　　　 マット：@2,600円×100枚＝260,000円
  　　　椅子：@4,500円×　30脚＝135,000円
 トイレ関連：@24,000円×1ｾｯﾄ＝　24,000円
　　　　　　　  @15,500円×5ｾｯﾄ＝　77,500円
　　 体温計：@19,000円×10台＝190,000円
　　　ラジオ：@6,200円×　3台＝　18,600円
　　　　　　　  @14,500円× 1箱＝　 14,500円
ｵｰﾄﾃﾞｨｽｽﾍﾟﾝｻｰ：@5,100円×5台＝25,500円（税込）
　　　テレビ：@40,000円×2台＝　　80,000円
　　　消費税：227,860円　総計2,531,960円
④各避難所

Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確

保
①３密対策 R2.11 R3.3 2,531,960 2,531,960 2,531,000 960 

避難所の感染拡大防止及び衛生環
境確保のため、以下の備蓄品を購
入した。

・ﾊﾟｰﾃｰｼｮﾝ（高さ140×30台）：726千円
　　　　　　　（高さ180×30台）：842千円
　　　　　　　（高さ200×10台）： 59千円
・マット　100枚：286千円
・椅子　　30脚：148千円
・トイレ（災害用ﾄｲﾚ､処理ｾｯﾄ）：112千
円
・体温計　10個：209千円
・ラジオ　　13台：36千円
・ｵｰﾄﾃﾞｨｽﾍﾟﾝｻｰ　5台：26千円
・テレビ　2台：88千円

　避難所での密集を防ぐために避難
者を一定間隔で仕切ることで、感染
防止対策を図ることができた。

　避難者を感染症から守ることがで
き、避難しやすい環境を示すことで、
危機管理への意識の高揚を図るこ
とができた。
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21

税金料金のコ
ンビニ収納、
キャッスレス
決済の導入

税
務
係

①②新生活様式の環境整備にむけ、税金及び水道料金等のコ
ンビニ収納、キャッスレス決済の導入することで、非接触型の収
納が可能となり感染拡大を防止する。
③コンビニ収納、ｷｬｯｼｭﾚｽ決済（アプリ）
　導入打合費：3,100,000円
　帳票改修：4,600,000円
　システム改修等：4,261,000円
　消費税：1,196,100円
　　　　　　　　　電算システム改修 13,157.100円
④役場

Ⅳ-３．リモー
ト化等による
デジタル・トラ
ンスフォーメー
ションの加速

③キャッシュレ
ス

R2.10 R4.3 13,157,100 13,157,100 13,000,000 157,100 

コンビニ収納、ｷｬｯｼｭﾚｽ決済（アプ
リ）

導入打合費：3,100千円
帳票改修：4,600千円円
システム改修等：4,261千円
消費税：1,196千円
電算システム改修 13,157千円

　コンビニ収納、非接触型電子決済
の普及により時間や場所を選ばず
納税が可能になり新型コロナウイル
ス感染拡大防止に対応できた。

　納税方法の選択枠を増やすシステ
ムを導入することにより感染防止対
策の強化が行われ、さらには収納率
の向上にもつながった。

22

登記台帳異動
取込及び家屋
評価に係るシ
ステム導入

税
務
係

①②登記台帳異動に伴う課税台帳異動事務処理や新築等によ
る家屋評価事務について、紙ベースで文書を保管をしているが、
システムを導入することでペーパーレス化を図る。また、紙ベー
スで保管していた文書は電子化し、行政のデジタル化を推進す
る。今後の資料閲覧などについて紙ベースからデジタルベース
に切り替えることを見据え、非接触型へ移行を図る土台とし、感
染防止対策とする。
③登記台帳異動取込に係るシステム導入委託料：275,000円
　 家屋評価に係るシステム導入委託料：1,485,000円
　　　　（内訳） ソフトウェア：425,000円
　　　　　　　　　環境設定費：325,000円
　　　　　　　　 　　導入支援：600,000円
　　　　　　　　 　　消費税　 ：135,000円
　 固定資産税関係書類電子化委託料：1,111,880円
　　　　（内訳）固定資産税関係書類電子化：784,000円
　　　　　　　　　管理用ＨＤＤ：196,800円
　　　　　　　　　設置設定費：30,000円
　　　　　　　　　消費税：101,080円
    総計：2,871,880円
④役場

Ⅳ-３．リモー
ト化等による
デジタル・トラ
ンスフォーメー
ションの加速

④行政IT化 R2.9 R3.3 2,871,880 2,871,880 2,871,000 880 

登記台帳異動取込に係るシステム
導入委託料：275千円
　 家屋評価に係るシステム導入委
託料：1,485千円
　　（内訳） ソフトウェア：425千円
　　　　　　　環境設定費：325千円
　　　　　　　導入支援：600千円
　　　　　　　消費税　 ：135千円

　固定資産税関係書類電子化委託
料：1,112千円
　　（内訳）固定資産税関係書類電
子
　　　　　　　化：784千円
　　　　　　　管理用ＨＤＤ：197千円
　　　　　　　設置設定費：30千円
　　　　　　　消費税：101千円

　登記台帳異動に伴う課税台帳異
動事務処理や家屋評価事務につい
て、ペーパーレス化を図った。また、
紙ベースで保管していた文書は電
子化し、行政のデジタル化を推進し
た。

　紙ベースで保管していた文書は電
子化し、ペーパーレス化を図り、行
政のデジタル化を推進した。今後の
資料閲覧などについてもデジタル
ベース化し、非接触型の強化を行っ
ていく足掛かりとなった。

25
持続化給付金
対象外事業者
助成

商
工
観
光
係

①新型コロナウイルス感染拡大に伴う営業自粛で大きな影響受
ける事業者に対し、事業の継続のため持続化給付金の支給を国
が行っている。その対象とならないみなし法人に対し独自に給付
金を助成する。
②給付金2,000,000円
③法人給付額上限2,000,000円（1事業者）
④持続化給付金受給対象外のみなし法人(阿寺農産物加工販売
組合）

Ⅱ-３．事業継
続に困ってい
る中小・小規

模事業者等へ
の支援

㉑いずれも該
当しない

R2.9 R2.10 2,000,000 2,000,000 2,000,000 - 
対象事業者：1件
事業費　　　：2,000千円

　国の持続化給付金の支給対象に
ならなかった事業者（みなし法人）に
対して村独自で支援を実施した。急
激に売り上げが減少してしまった事
業者の経済的負担を軽減すること
ができた。

　国の持続化給付金の支給対象に
ならなかった事業者（みなし法人）に
支援したことで、急激に売り上げが
減少してしまった事業者の事業継続
及び村内の経済活動の維持につな
がり十分な対策となった。

26
公立学校情報
機器整備費補
助金（単独）

子
ど
も
教
育
係

①新型コロナウイルス感染症による学校の臨時休業等緊急時に
おいても、ICTの活用により全ての子ども達の学びを保障できる
環境を早急に実現するため、小中学校の児童生徒用タブレット
端末機（１人１台）を整備する。
②児童生徒用タブレット端末の１人１台整備に係る経費
③必要額：14,211,580円
内訳（小学校）6,985,500円
・「３人に１台分」（地方単独事業）のうち未設置分　単価49,500円
×49台＝2,425,500円
・「３人に２台分」（国庫事業）について国からの定額補助への上
乗せ分　60台×4,500円＝270,000円
・その他端末に関する設定作業費：単価37,400円×台数109台＝
4,076,600円　他諸経費213,400円
内訳（中学校）7,556,080円
・「３人に１台分」（地方単独事業）のうち未設置分　単価45,000円
×台（数70台－70台（補助事業）＝0円
・「３人に２台分」（国庫事業）について国からの定額補助への上
乗せ分　上乗せ単価83,150円×台数70台＝5,820,500円
・その他端末に関する経費：単価21,186円×台数70台＝
1,483,020円
その他諸経費252,560
パソコン端末　小109台（DynabookK50・Microsoft365）、中70台（ﾀ
ﾌﾞﾚｯﾄVK210/SG-6（文教市場向け）ﾀｲﾌﾟVS）
④小学校全児童、中学校全生徒

Ⅰ-８．学校の
臨時休業等を
円滑に進める
ための環境整

備

⑨教育 R2.9 R3.3 14,211,580 14,211,580 14,211,000 580 

小学校児童用にタブレット端末109
台、中学校生徒用にタブレット端末
70台を整備した。

小学生用タブレット：6,206千円
中学生用タブレット：8,006千円

　児童生徒1人1台のタブレット端末
を整備することにより、新型コロナウ
イルス感染症による学校の臨時休
業等緊急時においても、ICTの活用
により全ての子ども達の学びを保障
できる環境を早急に実現することが
できた。

　新型コロナウイルス感染症による
学校の臨時休業等緊急時における
全ての子ども達の学びを保証できる
環境づくりに留まらず、今後進むこと
が予想される電子教科書への対応
や更なるICTの活用による学びの可
能性を広げる環境を整えることにつ
ながった。

28

大桑村新型コ
ロナウイルス
感染症対策飲
食業等緊急支
援給付金

商
工
観
光
係

①　新型コロナウイルス感染症拡大の第３波による影響を大きく
受けた飲食・宿泊事業者に対し、事業の継続を支援するため給
付金を支給。
②　村内に事業所を有する飲食業、宿泊業を対象とし、令和２年
12月から令和３年１月までの売上額が前年同月と比較して
200,000円以上減少した場合に、300,000円を上限に減少額の1/2
を支給。
③　13社＝3,525,000円
④　事業者

Ⅱ-３．事業継
続に困ってい
る中小・小規

模事業者等へ
の支援

㉑いずれも該
当しない

R3.1 R3.3 3,525,000 3,525,000 3,525,000 - 
対象事業者：13件
事業費　　　：3,525千円

　新型コロナウイルス第3波の感染
拡大により、木曽地域も感染者増加
により影響を受けた村内飲食店・宿
泊店の利用客回復につなげる営業
活動に対し上限30万円の支援を
行った。事業者の経済的負担を軽
減することができた。

　新型コロナウイルス第3波の感染
拡大により、経営状況に影響が出た
村内飲食店・宿泊店に緊急支援給
付金を支援したことで事業者の事業
継続及び村内の経済活動の維持に
つながり十分な対策となった。

217,527,397 217,527,397 203,381,000 14,146,397 合計


